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平成 30年度上半期財政状況（平成30年 9月 30日現在）
大田原市の財政状況（１）

科　目 予算現額 収入済額
市税 103 億 6998 万円 64 億 8818 万円

地方交付税 69 億 8000 万円 47 億 9899 万円
市債 55 億　140 万円 0 万円

国庫支出金 43 億 1599 万円 12 億 3506 万円
県支出金 24 億 4273 万円 3 億 5323 万円

地方消費税交付金 14 億 5000 万円 8 億 3079 万円
使用料及び手数料 4 億   190 万円 1 億 9207 万円

その他 38 億 8035 万円 17 億 8510 万円
合　計 353 億 4235 万円 156 億 8342 万円
収入率 44.4%

科　目 予算現額 支出済額
民生費 100 億 3436 万円 45 億 9380 万円
総務費 68 億 3579 万円 13 億 5383 万円
土木費 45 億 2465 万円 12 億 8403 万円
教育費 39 億 3549 万円 15 億 8182 万円
公債費 37 億 3312 万円 16 億 9406 万円
衛生費 19 億 1216 万円 8 億 2811 万円

農林水産業費 17 億 6635 万円 6 億 1384 万円
消防費 12 億 3126 万円 6 億   994 万円
商工費 10 億 2757 万円 7 億 8434 万円
その他 3 億 4160 万円 1 億 7101 万円
合　計 353 億 4235 万円 135 億 1478 万円
支出率 38.2%

歳入

歳出

一　般　会　計

予算現額

予算現額

収入済額

支出済額

　平成 30 年度一般会計の上半期予算現額は前年度からの繰越事業分を含め 353 億 4,235 万円でした。これ
に対し、収入済額は、156 億 8,342 万円、収入率 44.4％、支出済額は、135 億 1,478 万円、支出率 38.2％
でした。
　前年同期と比較すると、収入率が 0.6％の増（前年度 43.8％）、支出率は 1.4％の減（前年度 39.6％）になって
います。

一般会計の概況

問 財政課　本６階　　（２３）８７９７

0

20

40

60

80

100
億円

市
税

地
方
交
付
税

国
庫
支
出
金

市
債

そ
の
他

県
支
出
金

使
用
料
及
び

手
数
料

地
方
消
費
税

交
付
金

民
生
費

土
木
費

総
務
費

教
育
費

公
債
費

衛
生
費

農
林

水
産
業
費

商
工
費

消
防
費

そ
の
他

0

20

40

60

80

100
億円



11 2019.1

湯湯津上庁舎 黒黒羽庁舎 生生涯学習センター 体県立県北体育館本本庁舎（新庁舎）

会計名 予算現額 収入済額 収入率
支出済額 支出率

国民健康保険事業費 77 億 2641 万円 35 億 7610 万円 46.3%
31 億 2401 万円 40.4%

下水道事業 20 億 8081 万円 8 億 7181 万円 41.9%
7 億 9297 万円 38.1%

農業集落排水事業 1 億 8940 万円 9009 万円 47.6%
7426 万円 39.2%

介護保険 69 億 9106 万円 35 億   990 万円 50.2%
26 億 8449 万円 38.4%

子育て支援券 1 億 5080 万円 8864 万円 58.8%
3066 万円 20.3%

後期高齢者医療 6 億 9120 万円 3 億 4300 万円 49.6%
2 億 2399 万円 32.4%

須賀川財産区 268 万円 36,4 万円 13.6%
0,5 万円 0.2%

特　別　会　計

　特別会計とは、特定の事業を
行う場合や特定の収入で事業を
行う場合に、経理を他の会計と
区別する必要があるため、法律
や条例で設置しているもので
す。
　本市には、国民健康保険事業
費、下水道事業、農業集落排水
事業、介護保険、子育て支援券、
後期高齢者医療、須賀川財産区
の７つの特別会計があります。

特別会計の概況

財　産
　　土地　　　　　　　　　建物　　　　　　　　　基金　
5,794,909㎡　　　　　　332,202㎡　　　　　60 億 4,047 万円

※大田原市の財政状況（2）は次ページをご覧ください。

　水道事業の収支は、収益的収支と資本的
収支に大別できます。
　収益的収支とは、事業運営を目的とした収
支です。収入には水道料金、加入金、一般会
計からの営業補助金などがあり、支出には水
道管修繕費、人件費、借入金利子償還金など
があります。
　資本的収支とは、施設整備を目的とした
収支です。収入には工事のための国・県補
助金や起債（借入金）、工事負担金などがあ
り、支出には水道管布設工事費、移設工事
費や借入金の元金償還金などがあります。

《収益的収支》
事業運営を目的とした収支（税別）

収入 7 億 2064 万円
支出 3 億 6239 万円

《資本的収支》
設備整備を目的とした収支（税込）

収入 4854 万円
支出 2 億 2530 万円

収入および支出の状況

給水戸数 26,866 戸
給水人口 67,878 人

業務の状況

企業債 55 億 5055 万円
一時借入金 0 円

企業債および一時借入金の現在高

水道事業の概況

水　道　事　業

税　目 予算現額 収入済額
固定資産税 48 億 8504 万円 35 億 9085 万円

市民税 44 億 5701 万円 22 億 4002 万円

市町村たばこ税 4 億 6230 万円 1 億 9448 万円

都市計画税 3 億 1951 万円 2 億 2843 万円

軽自動車税 2 億 2612 万円 2 億 2416 万円

入湯税 2000 万円 1024 万円

合計 103 億 6998 万円 64 億 8818 万円

市　税　の　状　況

予算現額

収入済額

固定資産税

市民税

市町村たばこ税

都市計画税

軽自動車税

入湯税
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支出済額
合計

339 億 4101 万円
支出率
92.4%

平成 29年度決算の概要
大田原市の財政状況（２）

歳入
市税の状況

税　　目 収入済額
固定資産税 50 億 3288 万円

市民税 45 億 7230 万円
市町村たばこ税 4 億 8871 万円

都市計画税 3 億 2733 万円
軽自動車税 2 億 2835 万円

入湯税 2210 万円
合　計 106 億 7167 万円

市民一人あたりの
市税負担額（※）

149,125 円 

※住民基本台帳人口　71,562 人
（平成 30 年 3 月 31 日現在）

市税
106 億 7167 万円

30.4%

使用料及び手数料
4 億 479 万円

1.2%

地方消費税交付金
14 億 3102 万円

4.1% その他
43 億 6467 万円

12.4%

収入済額
合計

351 億 4138 万円
収入率
95.6%

国庫支出金
44 億 1976 万円

12.6%

地方交付税
76 億 552 万円

21.6%

市債
38 億 750 万円

10.8%

県支出金
24 億 3645 万円

6.9%

歳出
その他

3 億 1047 万円
0.9%

商工費
10 億 4205 万円

3.1%

農林水産業費
14 億 8115 万円

4.4%

消防費
11 億 5672 万円

3.4%

教育費
44 億 919 万円

13.0%

総務費
52 億 4182 万円

15.4%

衛生費
20 億 4671 万円

6.0%

土木費
39 億 273 万円

11.5%

公債費
38 億 3674 万円

11.3%

民生費
105 億 1343 万円

31.0%

一　般　会　計

歳出科目別1人当たり決算額

市民一人あたりに
使われた金額

474,288 円 

科　目 1 人当たり決算額
民生費 146,914 円 
総務費 73,249 円 
教育費 61,614 円 
土木費 54,536 円 
公債費 53,614 円 
衛生費 28,601 円 

農林水産業費 20,697 円 
消防費 16,164 円 
商工費 14,561 円  
議会費 3,906 円 
労働費 348 円 

災害復旧費 84 円 

　平成 29 年度一般会計の最終予算額は 367 億 4,122 万円でした。これに対し決算額は、歳入 351 億 4,138 万円、
歳出 339 億 4,101 万円で、前年度に比較すると歳入 9,167 万円（0.3％）の増、歳出 9,072 万円（0.3％）の減でした。
　収入済額の主な内訳は、市税 106 億 7,167 万円、地方交付税 76 億 552 万円、国庫支出金 44 億 1,976 万円、
市債 38 億 750 万円などでした。
　また、支出済額の主な内訳は、民生費（社会福祉・児童福祉関係経費） 105 億 1,343 万円、総務費（庁舎の管理
などの全般的な経費や庁舎建設に係る経費）52 億 4,182 万円、教育費（小・中学校、公民館、体育施設関係経費） 
44 億 919 万円、土木費（道路、橋、公園などの施設整備経費） 39 億 273 万円、公債費（借入金の返済）38 億 3,674
万円、などでした。

一般会計の概況

問 財政課　本６階　　（２３）８７９７
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湯湯津上庁舎 黒黒羽庁舎 生生涯学習センター 体県立県北体育館本本庁舎（新庁舎）

目的別 借入先別

一般会計 313 億 2680 万円 ※目的別、借入先別の残高は上表参照。
特別会計 102 億 8794 万円

内
訳

下水道事業特別会計 93 億 3839 万円
農業集落排水事業特別会計   9 億 4955 万円

　水道事業会計営業収支の決算額は、
収 益 15 億 3,534 万 円、 支 出 14 億
3,526 万円で、前年度と比較すると収
益 2,406 万円（1.5％）の減、支出 11 万
円（0.01％）の増でありました。
　資本的収支の決算額は、収入 1 億
6,483 万円、支出 7 億 1,097 万円で、
前年度と比較すると収入 3,973 万円

（31.8％）、支出 2 億 95 万円（39.4％）
のそれぞれ増でありました。

《収益的収支》
事業運営を目的とした収支（税別）

収入 15 億 3534 万円
支出 14 億 3526 万円

《資本的収支》
設備整備を目的とした収支（税込）

収入 1 億 6483 万円
支出 7 億 1097 万円

収入および支出の状況

給水戸数 26,835 戸
給水人口 68,224 人

業務の状況

企業債 57 億 2219 万円
一時借入金 0 円

企業債および一時借入金の現在高

水道事業の概況

特　別　会　計

市債の借入残高

財　産

水　道　事　業

臨時財政対策債等
160 億 5979 万円

51.3%

衛生債
8 億 306 万円

2.5%
総務債

15 億 2740 万円
4.9%

その他
12 億 8991 万円

4.1%

土木債
71 億 864 万円

22.7%

教育債
45 億 3800 万円

14.5%

財務省
106 億  76 万円

33.9%

地方公共団体金融機構
87 億 1494 万円

27.8%
市中銀行

53 億 3679 万円
17.0%

共済等
22 億 8986 万円

7.3%

その他
43 億 8445 万円

14.0%

会　計　名 予算現額 収入済額 収入率
支出済額　 支出率

国民健康保険事業費 100 億 5429 万円 99 億 1785 万円  98.6%
94 億 7149 万円  94.2%

下水道事業 20 億 6900 万円 20 億 9516 万円 101.3%
18 億 7920 万円  90.8%

農業集落排水事業 1 億 9100 万円 1 億 9495 万円 102.1%
1 億 8601 万円  97.4%

介護保険 70 億 2714 万円 67 億 5949 万円  96.2%
64 億 3697 万円  91.6%

子育て支援券 1 億 5650 万円 1 億 4000 万円  89.5%
8273 万円  52.9%

後期高齢者医療 6 億 6050 万円 6 億 5697 万円  99.5%
6 億 5422 万円  99.0%

須賀川財産区 80 万円 82.7 万円 103.4%
46.6 万円  58.3%

　　土地　　　　　　　　　建物　　　　　　　　　基金　
5,773,015㎡　　　　　　332,259㎡　　　　　60 億 3,955 万円
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